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休業期間はどの機関の発行した証明書に準ずるべきか？

裁判所は、交通事故で人身損害がある案件の審理に当たって、被害者の休業期間の算定のに必要な証拠として被害者の会社の休業証明書、医療機関の診療証明書または鑑定機構の鑑定意見書のいずれかの一つを使う。実際に、被害者の会社の休業証明書は直接にその休業期間の算定根拠とされるケースが少ないが、もし、医療機関の診断証明書と鑑定機構の鑑定意見書が共存している場合、どっちを基準とすべきか意見が分かれている。

一つ目の意見としては、鑑定機構が発行する休業時間は基準とすべき。つまり、鑑定機構の鑑定意見書は医療証明書よりもっと強い証明力を有する。現在、医療機関の診断証明書に関する統一、強制的なルールの未確立の状況にあり、鑑定機構の鑑定意見書は医療機関の診断証明書より強く扱われる。

二つ目の意見としては、医療機関が発行する診断証明書に建議される病欠治療期間を基準とすべき。『人身損害賠償事件審理の法律適用若干問題に関する最高裁の解釈』（以下、「解釈」という）の第20条は「休業期間は被害者の治療を受ける医療機関が発行する証明書によって決められる」としている。

では、上記の意見はどっちが適切かを考えてみよう。

まず、「『中華人民共和国民法通則』の執行に関する若干問題の意見「試行」の配布に関する最高裁の通知」（以下、「通知」という）の第143条により、「被害者の休業期間は、その実際の損害程度、回復状況及び医療証明書あるいは法医鑑定などの証明書を根拠として認定すべきだ」。一方、「解釈」の第20条第2項により、「休業期間は被害者の治療を受ける医療機関が発行する証明によって決められる。被害者は傷害で継続的に休業する場合、休業期間は障害と確定された日の前日までに算定することができる」。「解釈」は人身損害に関する特別法であり、且つ公布した期日は『民法通則』より遅れ、新法は旧法より優先、特別法は一般法より優先されるという原則に従って、後者の「解釈」を適用すべき、即ち、医療機関の発行時間に準ずるべきである。

次は、鑑定機構は通常、被害者の受傷状況に鑑み、公安部の公布した「人身損害の受傷者の休業損失日評価準則」の規定に依拠し、鑑定結論を下す。実際に多くの被害者は退院前か退院後まもなく障害鑑定と休業期間の鑑定を行い、このように算定された休業期間は退院した日から障害と定まった日の前日までの休業期間より長くなる。また、被害者があえて傷害完治後障碍鑑定を遅らせたこともあり、鑑定機構の認定した休業期間は入院日から障害と定まった日の前

日までの休業期間より短くなり、期間算定の不一致を齎してしまう。

最後、受傷で障害を致したが、持続的に休業していない場合、休業期間の算定は障害と定まった日の前日までにしてはならない。

結論として、二つ目の意見は妥当であると考えられる。


「全国範囲内での加工貿易業務審査許可の取消に関する

商務部、税関の公告2016年第45号」

2016年8月25日、商務部、税関は、「全国範囲内での加工貿易業務審査許可の取消に関する商務部、税関の公告2016年第45号」を連名で配布、2016年9月1日から施行する。本公告は合計6条から構成され、その主な概要は以下の通りである。
１、背景

加工貿易は中国の対外貿易の重要な柱の一つではあるが、現在、中国経済成長は新しい常態に入って、国際競争の激化、企業生産コストの増加によって、嘗ての伝統的な競争の優位性が次第に失われている。本公告の実施は、こうした新情勢に対応し、企業の競争力の向上と業務効率のアップの為である。

主な内容

(1)商務主管部門による加工貿易契約の審査と加工貿易保税輸入部材あるいは完成品の国内販売転換の審査を廃止する。各級商務主管部門による「加工貿易業務批准証」、「企業加工貿易業務ネットオンライン管理監督批准証」と「加工貿易保税輸入部材内販批准証」、並びに税関特殊監督区域管理委員会による「輸出加工区貿易業務批准証」と「輸出加工区深度加工業務転換批准証」の交付を廃止する。
(2)加工貿易業務の企業は、商務主管部門あるいは税関特殊監督区域管理委員会の発行した有効期限内の「加工貿易企業経営状況と生産能力証明」（添付ファイルを参照）を持参し、税関に加工貿易の手（帳簿）冊の開設（変更）の手続きを申し込み、税関は関係許可証書をチェックせず、且つ、「加工貿易企業経営状況と生産能力証明」に掲載する税目範囲（即ち商品コード番号前４桁）により手冊の開設（変更）を行なう。取扱の禁止または制限にかかる加工貿易商品に関して、企業は商務部の批准書類を取得後、税関に関連業務を行なうものとする。
税関特別監督区域外の加工貿易保税輸入部材または完成品の内販に転じる場合、税関は法による税金と税金遅延納付の利息を徴収する。輸入部材は許可証管理にかかる場合、企業は税関に関連証明書類を提出しなくてはならない。

利点

(1)企業の手冊の申請、変更及び国内販売の申請手順と時間の簡素化

(2)手冊の申請のCA証書費用と運営費用の節約

(3)企業の内販の申請許可リスクの消失

問題点

本公告はすでに施行されたが、全国各地の税関は依然としてシステムの作業調整の問題に直面して、例えば南京税関では加工貿易統一プラットフォームの設置を推進し、蘇州園区税関では加工貿易システムと商務部門の一体化に必要な新しい作業の適応のために調整中と報道された。

留意点

手冊申請の取消後、企業が自ら加工貿易業務の関連書類を作成する際の正確さが税関より一層求められる。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	１1
	「全国範囲内での加工貿易業務審査許可の取消に関する商務部、税関の公告2016年第45号」(『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/10/01

	２2
	財政部、税関総署、国家税務総局の「動漫企業の生産用品開発動漫輸入税収政策に関する通知」
	2016/01/01

	33
	国務院の「実体経済企業コスト引下げ工作方案の配布に関する通知」
	2016/08/08

	４4
	国家食品薬品監督管理総局の「食品安全信用情報管理弁法の配布に関する通知」
	2016/08/22

	５5
	国家食品薬品監督管理総局の「許可証と食品経営許可証統合後食品経営許可条件関係事項の通知」
	2016/08/22

	6
	国家工商行政総局の「地方工商と市場管督部門に商標登録申請受理を委託する暫定規定」の配布に関する通知
	2016/09/01

	77 
	国家食品薬品監督管理総局の「食品生産許可審査通則の配布に関する通知」
	2016/10/01

	8
	国家品質監督検験検疫総局の「輸入化粧品国内受取人登録、輸入記録と販売記録の管理規定」の配布に関する公告
	2017/03/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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